
 

  

政務活動費の見直しの概要 
 

Ⅰ 政務活動費指針に関すること（令和２年４月１日適用） 
１ 議員本人、生計同一親族、関係する法人の取扱い 
(1) 事務所費 ※契約関係の問題があるため、令和２年度中に整理を行うこととし、令和３年度交付分から適用 

・ 事務所が議員本人・１親等の親族・生計同一親族の所有物（共有を含む）である場合
は、事務所の賃借料に政務活動費を充当することはできないものとした。 

・ 議員本人・１親等の親族・生計同一親族が役員等の法人所有の事務所の場合も、事務
所の賃借料に政務活動費を充当することはできないものとした。 

(2) 人件費 ※雇用関係の問題があるため、令和２年度中に整理を行うこととし、令和３年度交付分から適用 
・ １親等の親族・生計同一親族を政務活動補助職員として雇用する場合は、人件費に政

務活動費を充当することはできないものとした。 
(3) 調査研究費 
ア 調査研究委託 

・ 調査研究委託の委託先が１親等の親族・生計同一親族の場合又は議員本人・１親等
の親族・生計同一親族が役員等を務める法人の場合は、調査研究委託費に政務活動費
を充当することはできないものとした。 

  イ 県外調査出張の同行 
    ・ １親等の親族・生計同一親族の県外調査出張への同行は政務活動費を充当できない

ものとした。  
２ 議長提出すべき書類 

・ 電話代等の請求内訳が記載されている明細書を議長提出すべき書類とした。 
 
３ タクシーの利用区間等の記載 

・ 支出伝票の備考欄等に利用区間（乗車地・主な経由地・降車地）及び利用目的を記載
するものとした。なお、利用区間は町名までの記載とする。  

４ 支出伝票等の様式変更 
・ 会計帳簿と支出伝票に統一の通し番号を記載するものとした。 
・ 支出伝票に会派名を必ず記載するものとした。  

５ 伝票の備考欄等への記載事項の追加 
(1) 会議費 

・ 各種会議の開催に要する経費に充当する場合は、当該会議等のテーマ、場所等を支出
伝票の備考欄等に記載するものとした。 

(2) 交通費 
・ 電車代等の交通費の領収書で、利用区間の明示がない場合は、支出伝票の備考欄等に

利用区間を記載するものとした。 
(3) 広報・広聴費、資料作成費 

・ 金額にかかわらず、資料作成費に政務活動費を充当する場合は、資料の作成部数を支
出伝票の備考欄等に記載するものとした。  

６ 指針における使途の明確化 
(1) 広報・広聴費 

・ 広報・広聴費の具体的な経費の事例に「新聞等掲載料」を追加した。 
(2) クレジットカード決済 

・ クレジットカード決済は、一括払いの場合のみ政務活動費を充当することができるも
のとした。 

(3) 宿泊費 
・ 研修費の具体的な経費の事例に「宿泊費」を追加した。 

(4) 切手・はがきの購入 
・ 切手の購入費は、一月当たり１万円を充当限度額とした。  

Ⅱ 情報公開に関すること 
１ 会計帳簿及び支出に係る証拠書類について、情報公開請求を必要としない閲覧制度を令和

２年度から実施することとした。 
２ 会計帳簿及び支出に係る証拠書類のホームページ上での公開について、令和６年度（令和

５年度交付分）までには実施することとした。 
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